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〒135-0052 東京都江東区潮見 2-9-15 TEL.03-5665-3137 

 

(開示事項の経過)子会社の株式譲渡契約および資本業務提携契約締結 

に関するお知らせ 

 

 当社は、平成 30年１月 12日付「子会社の株式譲渡および資本業務提携に関する基本合意につ

いて」にて公表いたしましたとおり、当社完全子会社である株式会社ジャパン・ビジネス・サー

ビス（以下、「JBS」という。）の全株式のキャリアリンク株式会社（代表取締役社長：成澤素明、

本社：東京都新宿区西新宿二丁目１番１号、以下、「CL 社」という。）への譲渡、および当社と

CL 社との間の資本業務提携について協議を進めてまいりましたが、本日（平成 30 年２月 23 日）

開催の取締役会において、株式譲渡契約および資本業務提携契約の締結を決議いたしましたので、

下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式譲渡および資本業務提携の目的と理由 

当社グループは、「高度な専門性を駆使した先見的トータルアウトソーシングサービスの提

供による価値共創の実現」を経営ビジョンに掲げ、証券業の共同インフラ会社としての地位確

立を目指し、証券会社や銀行等のお客様の業務を包括的に支援する「証券業務のトータルソリ

ューションの提供」を推進しております。 

キャリアリンクグループは、「すべての人に働くよろこびを」を企業理念とし、柔軟な働き

方を希望するあらゆる年齢層の人びとに最適な就業の機会の提供を通じて社会の発展に貢献す

る「日本一親身な人材サービスカンパニー」を目指し、民間企業や官公庁の業務の効率化およ

び高品質化などを実現する企画提案型の業務処理受託を行うBPO 関連事業部門を主軸とする事

務系人材サービス事業ならびに食品加工を中心とした製造系人材サービス事業を推進しており

ます。 

この度、当社と CL 社は、相互に協力して、双方の経営資源を相互に活用し合うことによっ

て、各々の事業成長および業務効率の向上を図るものとし、かかる協力関係を構築・強化する

ことを目的として、当社完全子会社で人材派遣を主たる事業とする JBSの発行済株式全てを CL

社に譲渡するとともに、当社と CL 社との間で資本業務提携を実施する内容の契約を締結いた

しました。 
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２．資本業務提携の内容 

（１） 業務提携の内容 

改正労働者派遣法の施行等により、人材派遣市場を取り巻く環境は大きく変化している中、

当社は、証券会社や銀行等の金融商品取引業者等向けの BPO業務やコールセンター業務ならび

に民間企業や官公庁向けの人材採用関連 BPO業務等において、CL社と連携することで、より幅

広い人材サービスの提供が可能となり、BPO 業務の一環としての人材サービスを更に充実して

まいります。 

 

（２） 資本提携の内容 

業務提携を強固なものにするため、CL社の発行済株式総数の 1％相当の金額の両社の株式を

相互に持ち合います。 

なお、具体的な持ち合いの方法については、今後、両社間で協議してまいります。 

 

３．譲渡する子会社株式の数、譲渡価額および譲渡前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の当社所有株式数：普通株式 5,500株（保有比率 100.0％） 

（２） 譲渡株式数：5,500株 

（３） 譲渡価額：918,165,203円 

（４） 異動後の当社所有株式数：―株（保有比率 ―％） 

 

４．異動する子会社の概要（平成 29年 12月 31日現在） 

（１）名 称 株式会社ジャパン・ビジネス・サービス 

（２）所 在 地 東京都江東区潮見二丁目９番 15号 

（３）代表者の役職・氏名  代表取締役社長 山口 浩一 

（４）事 業 内 容 人材派遣、人事給与サービス、コスト削減コンサルティング 

（５）資 本 金 450百万円 

（６）設 立 年 月 日 平成９年４月２日 

（７）大株主及び持株比率  株式会社だいこう証券ビジネス 100.0％ 

（８）上 場 会 社 と 当 該 

会 社 と の 間 の 関 係 

資本関係 当社保有比率：100.0％ 

人的関係 当社取締役が当該会社の取締役を兼任し
ております。当社常勤監査役が当該会社の
監査役を兼任しております。また、当社社
員の出向等を行っております。 

取引関係 当社と当該会社との間には、人材派遣業務
の委託および資金の借入等の取引関係が
あります。 

（９）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 27年３月期 平成 28年３月期 平成 29年３月期 

純 資 産 1,055百万円 1,079百万円 1,052百万円 

総 資 産 1,423百万円 1,515百万円 1,429百万円 

１ 株 当 た り 純 資 産 191,940円 37銭 196,256円 92銭 191,276円 28銭 

売 上 高 2,918百万円 3,357百万円 3,609百万円 

営業利益又は営業損失(△) △39百万円 38百万円 △32百万円 

経常利益又は経常損失(△) △29百万円 41百万円 69百万円 

当期純利益又は当期純損失(△)  △36百万円 23百万円 34百万円 

１株当たり当期純利益又は当期純損失(△) △6,713円 92銭 4,316円 55銭 6,319円 36銭 

１ 株 当 た り 配 当 金 1,500円 ―円 11,300円 
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５．株式譲渡および資本業務提携の相手先の概要（平成 29年 11月 30日現在） 

（１）名 称 キャリアリンク株式会社 

（２）所 在 地 東京都新宿区西新宿二丁目１番１号 

（３）代表者の役職・氏名  代表取締役社長 社長執行役員 成澤 素明 

（４）事 業 内 容 事務系人材サービス事業 

（５）資 本 金 388百万円 

（６）設 立 年 月 日 平成８年 10月１日 

（７）大株主及び持株比率  

（平成 29 年８月 31 日現在） 

スマートキャピタル株式会社 41.03％ 

近藤 裕彦 4.47％ 

キャリアリンク従業員持株会 2.26％ 

前田 直典 1.96％ 

森村 夏実 1.48％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1.08％ 

成澤 素明 0.83％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信

託口) 
0.74％ 

島 健人 0.74％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信

託口１) 
0.70％ 

（８）上 場 会 社 と 当 該 

会 社 と の 間 の 関 係 

資本関係 当社と当該会社との間には、記載すべき資
本関係はありません。 

人的関係 当社と当該会社との間には、記載すべき人
的関係はありません。 

取引関係 当社は、当該会社に人材派遣業務を委託し
ております。 

関連当事者への

該当状況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当し
ません。また、当該会社の関係者および関
係会社は、当社の関連当事者には該当しま
せん。 

（９）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 27年２月期 平成 28年２月期 平成 29年２月期 

純 資 産 2,194百万円 2,658百万円 3,203百万円 

総 資 産 5,314百万円 5,620百万円 5,837百万円 

１ 株 当 た り 純 資 産 174円 81銭 212円 26銭 254円 44銭 

売 上 高 13,948百万円 16,607百万円 18,459百万円 

営 業 利 益 831百万円 958百万円 1,000百万円 

経 常 利 益 822百万円 944百万円 993百万円 

当 期 純 利 益 487百万円 591百万円 642百万円 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益  39円 16銭 47円 18銭 51円 28銭 

１ 株 当 た り 配 当 金 16円 18円 10円 

※同社は、最近３年間において連結財務諸表を作成しておりません。 

※同社は、平成 28 年６月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行いましたが、

平成 27 年２月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産、１株当たり

当期純利益を算定しております。 
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６．日程 

（１）取締役会決議日 平成 30年２月 23日 

（２）株式譲渡契約締結日 平成 30年２月 23日 

（３）資本業務提携契約締結日 平成 30年２月 23日 

（４）JBSの株式譲渡日 平成 30年３月 31日（予定） 

 

７．今後の見通し 

本子会社株式の譲渡に伴い、平成 30 年３月期の個別決算で関係会社株式売却損約 3 億円を

計上する見込みです。また、当該関係会社株式売却損については、連結決算においては相殺消

去されるため、連結業績に与える影響は軽微となる見込みです。 

 

以 上 


